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　欧州閣僚理事会使い捨て型プラスチック製品制限指令案（最終統合テキスト）公表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　塩ビ食品衛生協議会　石動正和

閣僚理事会「使い捨て型プラスチック：加盟国はある種の使い捨てプラスチックアイテムを禁止する合意を確認」。
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2019/01/18/single-use-plastics-council-confirms-agreement-which-bans-certain-throwaway-plastic-items/
概要

2018年4月頃より欧州で議論されてきた使い捨て型プラスチック制限指令案について、閣僚理事会は2019年1月18日最終統合テキストを公表した。テキストの精査を経て間もなく官報に掲載される。

注目される上市禁止製品には、オキソ分解性プラスチック製品と付属書のパートBにリストされたつぎのプラスチック製品が事実上確定した。

	附属書　バートB

 - 綿棒、閣僚理事会指令90/385/EEC又は閣僚理事会指令93/42/EECの範囲内にある場合を除き

- カトラリー（フォーク、ナイフ、スプーン、箸）

 - プレート

 - ストロー、閣僚理事会指令90/385/EEC又は閣僚理事会指令93/42/EECの範囲内にある場合を除き

 - 飲料スターラー

- バルーンに取り付けるため及び支えるためのスティック。スティックなどの機構を含め、工業用又は他の専門的用途のバルーン及び消費者に配布されない用途のバルーンを除き

 - 発泡ポリスチレン製の食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

- その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、

- 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

 - 発泡ポリスチレン製の飲料容器

 - 発泡ポリスチレン製の飲料用カップ


ここで例えば発泡ポリスチレン製品の具体的範囲については、第12条に示唆されるように施行後1年までに公表されるガイドラインを待つ必要があると思われる。
「ある種のプラスチック製品の環境影響低減に係る欧州議会及び閣僚理事会指令案

－最終統合テキスト」。
https://data.consilium.europa.eu/doc/document/ST-5483-2019-INIT/en/pdf[
「（リサイタル割愛）

第1条　目的
この指令の目的は、特定のプラスチック製品が環境、特に水環境に及び人の健康に及ぼす影響を防止及び軽減すること、同様に革新的で持続可能なビジネスモデル、製品及び材料により循環型経済への移行を促進することにあり、こうして又域内市場の円滑な機能に貢献することにある。
第2条　適用範囲
1.この指令は、附属書にリストされ使い捨て型プラスチック製品に、オキソ分解性プラスチックで製造された製品に、及びプラスチックを含む漁具に適用されるものとする。
2.本指令が指令94/62/EC又2008/98/ECと矛盾する規則を定めている場合、本指令の規則が優先するものとする。

第3条　定義
この指令の目的のため、つぎの定義が適用される：
（1）「プラスチック」とは、添加物その他の物質が添加される可能性のある、そして化学変性をしていない天然ポリマーを除き、最終製品の主な構造的成分として機能できる、規則（EC）No 1907/2006第3条(5)の意味するところのポリマーからなる材料を意味する；
（2）「使い捨て型プラスチック製品」とは、全体的に又は部分的にプラスチックから作られ、そのライフスパン内で、再充填のため生産者に戻され、又はそれが構想されたのと同じ目的のために再利用されることで、複数の受け渡しや通いを達成するよう構想され、設計され又上市されていない製品を意味する；

（3）「オキソ分解性プラスチック」とは、酸化によりプラスチック材料の微細な断片化や化学的分解を引き起こす添加剤を含むプラスチック材料を意味する；

（4）「漁具」とは、海洋生物資源を標的とし、捕獲し又は養殖するため漁業や水産養殖に使用される、又は海面に浮かび、海洋生物資源などを引き付け捕獲し又養殖する目的で開発されたあらゆるアイテム又は機材のピースを意味する；
（5）「廃棄漁具」とは、指令2008/98/ECの廃棄物の定義に該当するあらゆる漁具を意味し、捨てる又見失う時を含め、そうした漁具の一部又は漁具に附帯する全ての個々のコンポーネンツ、物質又は材料を含める；
（6）「上市」とは、加盟国市場で製品が初めて利用可能にされることを意味する；
（7）「市場で利用可能」とは、有料無料を問わず、商業活動の経路で加盟国市場で流通、消費或いは使用のための何らかの生産品の供給を意味する；
（8）「ハーモナイズされた基準」とは、規則(EU)No 1025/2012第2条ポイント1のポイント(c)に定義されるハーモナイズされた基準を意味する；
（9）「廃棄物」とは、指令2008/98/EC第3条(1)に定義される廃棄物を意味する；
（10）「拡大生産者責任スキーム」とは、指令2008/98/EC第3条(21)に定義される拡大生産者責任スキームを意味する；
（11）「生産者」とは、つぎを意味する：

(ⅰ)2011年10月25日欧州議会及び閣僚理事会指令2011/83/EUの意味における、遠隔契約を含め、使用される販売技術に係らず、専門的に製造、充填、販売或いは輸入する、そしてその加盟国に使い捨て型プラスチック製品を上市する加盟国で設立された、又欧州議会及び閣僚理事会規則（EC）No 1380/2013第4条(28)に規定される漁業活動を実施しているひとを除き、プラスチックを含む使い捨て型プラスチック製品や漁具の注文に応じるあらゆる自然人又は法人；又は、
（ii）指令2011/83/EUの意味する遠隔契約により、他の加盟国や第三国に設立され、加盟国内の民間世帯又は民間世帯以外のユーザーに、使い捨て型プラスチック製品を直接専門的に販売するため設立された、又規則（EC）No 1380/2013第4条(28)に規定される漁業活動を実施しているひとを除き、プラスチックを含む使い捨て型プラスチック製品や漁具の注文に応じるあらゆる自然人又は法人；
(12)「回収」とは、指令2008/98/EC第3条(10)に定義される回収を意味する；
(13)「分別回収」とは、指令2008/98/EC第3条(11)に定義される分別回収を意味する；

(14)「処理」とは、指令2008/98/EC第3条(14)に定義される処理を意味する；
(15)「包装材料」とは、指令94/62/EC第3条(1)に定義される包装材料を意味する；
(16)「生分解性プラスチック」とは、それが究極、二酸化炭素(CO2)、バイオマス及び水に分解し、コンポスト化及び嫌気性消化を経て回収可能な包装材料の欧州基準に合致するような、物理的、生物的分解を進める能力のあるプラスチックを意味する；

(17)「港湾受入施設」とは、指令2000/59/EC第2条(e)に定義される「港湾受入施設」を意味する；
(18)「タバコ製品」とは、指令2014/40/EU第2条ポイント(4)に定義されるタバコ製品を意味する。

第4条　消費の削減

1.加盟国は、EUの廃棄物政策、特に廃棄物防止の全体的な目的に沿って、附属書のパートAにリストされている使い捨て型プラスチック製品の消費の意欲的かつ持続的な削減を達成するため、増大する消費動向の実質的な転換につながる必要な措置をとるものとする。これらの措置は、2022年と比較して2026年までに、加盟国の領域において、附属書のパートAにリストされている使い捨て型プラスチック製品の消費に測定可能な定量的削減を達成するものとする。加盟国は［この指令の移行の期限］までに、このパラグラフに従って彼らが採択した全ての措置の説明を作成し、そしてこの説明を欧州委員会に通知し、それを公表するものとする。説明に記載された措置は、それらの計画やプログラムを管理するEUの関連法に従って、それらの計画やプログラムを最初の更新時、第11条に参照されるプログラム、又はこの目的のため出されたその他のプログラムに統合されるものとする。

それらの措置には、国内消費削減目標、最終消費者への販売地点で利用できるそれら製品の再利用可能な代替品を確実にする措置、最終消費者へのその販売地点で使い捨て型プラスチック製品が無料で提供されないことを保証するような経済的手段、及び第17条（3）に記載の契約が含まれる。加盟国は、それらの製品が再利用可能であるか又はプラスチックを含まない代替品で代用されることを確実にするため、それらの製品のポイ捨て防止を目的として、指令94/62/EC第18条からの除外の中で販売制限を取ることができる。それらの対策は、ポイ捨て時を含めライフサイクル全体に亘り、最初のサブパラグラフに言及された製品の環境影響に応じ多様化する場合がある。

このパラグラフに従って採択された措置は、プロポーショナルで差別のないものとする。 加盟国は、欧州議会及び閣僚理事会指令（EU）2015/1535に従い、その指令に要求されている場合、これらの措置について欧州委員会に通知するものとする。

このパラグラフの最初のサブパラグラフを遵守するため、各加盟国は上市されている附属書のパートAにリストされた使い捨て型プラスチック製品と取られた削減措置を監視し、そして消費量への強制的な定量的EU目標設定を視野に入れ、本条第2パラグラフ及び第13条（1）により、欧州委員会に進捗を報告するものとする。

2.欧州委員会は、[この指令の発効日から18ケ月後の日]までに、本条パラグラフ1に規定する使い捨て型プラスチックの消費の意欲的かつ持続的な削減の計算と検証のための方法を定めた施行法を採択するものとする。その施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。
第5条　上市制限

加盟国は、附属書Bにリストされた使い捨て型プラスチック製品及びオキソ分解性プラスチック製製品の上市を禁止するものとする。

第6条　製品の要件
1.加盟国は、プラスチックで製造されたキャップや蓋をもち、附属書のパートCにリストされた使い捨て型プラスチック製品が、その製品に意図された使用段階の間、キャップや蓋が容器に付いたままの状態のときだけ上市できるよう保証するものとする。
2.この条文の目的のため、プラスチックシールをもつ金属製のキャップや蓋は、プラスチックで製造されたと考えてはならない。
3.［この指令の発効より3ケ月の日］までに、欧州委員会は、欧州標準化委員会に、パラグラフ1に参照される要件に関するハーモナイズされた基準を策定するよう求めるものとする。それらの基準は特に、炭酸飲料へのそれらを含め、容器のふたの必要強度、信頼性及び安全性を保証する必要性に係らねばならない。
4.EU官報におけるパラグラフ3に参照されるハーモナイズされた基準への参考資料の公表日以降、それら基準或いはそのパートに適合したパラグラフ1に参照される飲料容器は、パラグラフ1に記載されたそれら基準やそのパートにカバーされる要件に適合していると推定されるものとする。
5.附属書のパートCで言及されている飲料ボトルに関し、加盟国はつぎを保証するものとする
（a）2025年以降、ポリエチレンテレフタレートを主成分とし製造された飲料ボトル（以下、「PETボトル」）は、当該加盟国の領域に上市された全てのPETボトルの平均値として計算し、少なくとも25％の再生プラスチックを含むこと；
（b）2030年以降、飲料ボトルは、その加盟国の領域内に上市された全ての飲料ボトルの平均値として計算し、少なくとも30％の再生プラスチックを含むこと。

2022年1月1日までに、欧州委員会は最初のサブパラグラフで確立された目標の計算と検証のための規則を定める施行法を採択するものとする。これらの施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。

第7条　表示要件
1.加盟国は、上市され附属書のパートDにリストされている使い捨て型プラスチック製品が、消費者につぎを知らせる、顕著で、明瞭で、消えにくい表示をそれら包装やその製品自体につけるよう保証しなければならない：
(a)その製品の適切な廃棄物の管理オプション、又は廃棄物の廃棄が、廃棄物ヒエラルキーに沿ってその製品を避けることを意味すること；
(b)その製品におけるプラスチックの存在、及びその製品のポイ捨て或いは他の不適切な廃棄による環境へのネガティブな影響。
ハーモナイズされた表示規格は、パラグラフ2に沿って欧州委員会で設定されるものとする。

2.欧州委員会は、[本指令の移行期限の12か月前]までに、次のパラグラフ1に参照される表示のためのハーモナイズした規格を確立する施行法を採択するものとする：
（a）附属書パートDのインデント1、2及び3にリストされる使い捨て型プラスチック製品の表示を、それらの製品の販売地点で及びグループ化された包装に付けることを示す。複数の販売ユニットが購入地点でグループ化されている場合、各販売ユニットはその包装上に表示を付けるものとする。表示は、10 cm 2未満の表面積の包装には必要ない；
（b）附属書のパートDのインデント4に記載されている使い捨て型プラスチック製品の表示をその製品自体に付けることを示す；
（c）既存の業界別自主的アプローチを検討し、消費者を誤解させる情報を避ける必要性に特に注意を払うものとする。

その施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。

3.たばこ製品に関する本条の規定は、指令2014/40/EUに定められているものに追加される。

第8条　拡大生産者責任

1.加盟国は、指令2008/98/EC第8条及び第8条aに従って、加盟国に上市され附属書のパートEにリストされた全ての使い捨て型プラスチック製品について、拡大生産者責任スキームを確立するものとする。

2.加盟国は、附属書のパートEポイント1にリストされている使い捨て型プラスチック製品の生産者が、指令2008/98/EC及び指令94/62/ECの拡大生産者責任規定に従って費用を負担すべきことを保証し、そして現段階で含まれていない限り、以下の費用を負担するものとする：
（a）これらの製品に関し第10条に規定されている意識啓発措置の費用；
（b）公共の収集システムで廃棄されたそれら製品の廃棄物収集のための費用。インフラストラクチャとその運用、及びその後の輸送と処理を含め；
（c）それらの製品のごみを清掃するための費用、及びその後の輸送と処理。

3.加盟国は、附属書パートEのポイント2及び3にリストされている使い捨て型プラスチック製品の製造者が、少なくとも以下の費用を負担するよう保証しなければならない：
（a）それら製品に関し第10条に規定されている意識啓発措置の費用；
（b）それら製品のごみを清掃するための費用、及びその後の輸送と処理；
（c）指令2008/98/EC第8a条（1）（c）によるデータ収集及び報告の費用。

附属書のパートEのポイント3に記載されている使い捨て型プラスチック製品に関し、生産者は更に、インフラストラククチャーとその運用を含め、公共の収集システムにおける廃棄された製品の廃棄物収集コスト、及びその後の輸送と処理をカバーしなければならない。これには、それら製品の廃棄物収集のための特定のインフラストラクチャーの設置、一般的なごみのホットスポットでの適切なごみ収納器などが含まれる場合がある。

4.パラグラフ2及び3に言及され、カバーされるべき費用は、費用対効果の高い方法でそれらサービスを提供するための必要な費用を超えてはならず、関係者間で透明な方法で設定されねばならない。ごみ清掃費用は、公的機関により、又それらを代表し行われる活動に限定されるものとする。計算方法は、ごみ清掃費用をプロポーショナルな方式で設定できる方法で開発されねばならない。管理費を最小限に抑えるため、加盟国は適切な複数年固定額を設定することにより、ごみ清掃への財政的寄与を決定することができる。

欧州委員会は、加盟国と協議し、パラグラフ2と3に言及されているごみ清掃コストに関する基準のガイドラインを公表するものとする。

5.加盟国は、関係する全ての関係者の役割と責任を明確な方法で規定しなければならない。

包装材料に関し、役割と責任は指令94/62/ECに従って規定されねばならない。

6.各加盟国は、他の加盟国で設立され、その領域で製品を上市する製品の生産者が、その領域の拡大生産者責任スキームに関する生産者の義務を果たす目的で、その領域で設定される法人或いは自然人を公認代理人として指名できるものとする。

7.各加盟国は、第3条（11）に定義され、その領域に設立された生産者が、それが設立されていない他の加盟国で、附属書のパートEにリストされた製品及び漁具を販売するとき、その加盟国で公認代理人を指名するよう保証しなければならない。公認代理人は、この指令に従って、その加盟国の領域内でその生産者の義務を果たす責任者である。

8.加盟国は、指令2008/98/EC第8条及び第8条aに従って、加盟国で上市されたプラスチックを含む漁具について、拡大生産者責任スキームが確立されることを保証するものとする。

内陸加盟国以外の加盟国は、リサイクルのためプラスチックを含む廃棄漁具の国の最低収集率を設定するものとする。

加盟国は、強制的な定量的EU収集目標設定の視点で、加盟国に上市されたプラスチックを含む漁具、並びに収集されたプラスチックを含む廃棄漁具を監視し、第13条（1）に従って欧州委員会に報告しなければならない。 
9.パラグラフ8に従って設立されたスキームに関し、加盟国は、プラスチックを含む漁具の生産者が、港湾受入施設に関するEU法に沿って適切な港湾受入施設に、又港湾受入施設及びその後の輸送及び処理に関するEU法の範囲外の同等の収集システムに引き渡されたプラスチックを含む廃棄漁具の分別収集費用を賄うことを保証するものとする。生産者は又、プラスチックを含む漁具に関し第10条に言及されている意識啓発措置の費用も負担しなければならない。

このパラグラフに規定された要件は、港湾受入施設に関するEU法で漁船からの廃棄物に適用される要件を補足する。

欧州委員会は、閣僚理事会規則（EC）No 850/98に定められた技術的措置を棄損することなく、再利用のための準備を促し、廃棄時リサイクル性を促進するため漁具の循環型設計に関するハーモナイズされた基準を開発するよう欧州標準化機構に要請するものとする。
第9条　分別収集
1.加盟国は、つぎをリサイクルに分別収集するため必要な措置を講ずるものとする、
（a）附属書のパートFにリストされた使い捨て型プラスチック製品の廃棄量が、2025年までに、特定の年に上市されたそうした使い捨て型プラスチック製品の重量換算77％に等しくなる。

（b）附属書のパートFにリストされた使い捨て型プラスチック製品の廃棄量が、2029年までに、特定の年に上市されたそうした使い捨て型プラスチック製品の重量換算90％に等しくなる。

加盟国内で上市され附属書のパートFにリストされた使い捨て型プラスチック製品は、その加盟国で同じ年に発生したごみを含め、そのような製品から発生するごみの量に等しいと見なすことができる。

その目的を達成するために、加盟国はとりわけ：
（a）デポジット返金スキームを確立する、又、
（b）関連する拡大生産者責任スキームに別途の収集目標を設定する。

最初のサブパラグラフは、指令2008/98/EC第10条（3）（a）を棄損することなく適用されるものとする。

2.欧州委員会は、これら目標を達成するための適切な措置、とりわけデポジット払い戻しスキームに関し、加盟国間の情報交換及び適正規範の共有を促進するものとする。欧州委員会は、情報交換及び適正規範の共有結果を公表するものとする。

3.欧州委員会は、［本指令の移行期限の12ヶ月前]までに、本条パラグラフ1に規定する分別収集対象の計算及び検証のための方法を定めた施行法を採択するものとする。その施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。

第10条　意識向上対策

加盟国は、本指令の対象となる製品のポイ捨てを減らすため、消費者に情報提供し、責任ある消費者行動を奨励するための措置を講じ、そして附属書のパートGにリストされた使い捨て型プラスチック製品とプラスチックを含む漁具について、次に関し消費者に情報提供する措置を講じるものとする：
（a）プラスチックを含むそれら製品及び漁具の再利用可能な代替品、再利用システム、及び廃棄物管理オプションの利用可能性、並びに指令2008/98/EC第13条に従って実行される健全な廃棄物管理の適正規範；
（b）プラスチックを含むそれらの製品及び漁具のポイ捨てその他不適切な廃棄物処理が環境、特に海洋環境に及ぼす影響；
（c）それらの製品の不適切な廃棄物処理が下水道ネットワークに与える影響。

第11条　措置の調整

各加盟国は、第4条パラグラフ1の第1サブパラグラフを棄損することなく、この指令の移転と実施に要する措置が、海洋水域を有する加盟国のため指令2008/56/EC第13条に従って設立されたその措置のプログラム、指令2000/60/EC第11条に従って設立された措置プログラム、指令2008/98/EC第28条と第29条に従って設立された廃棄物管理及び廃棄物防止プログラム、及び船舶からの廃棄物管理についてEUで設定された廃棄物受入処理計画の不可欠な部分を構成し、整合していることを保証しなければならない。

第4～9条を移転及び実施するため加盟国がとる措置は、食品衛生及び食品安全に妥協しないことを保証するようEU食品法に適合しなければならない。加盟国は、食品接触材料に可能性があるとき、使い捨て型プラスチックに対し、持続可能な代替品の使用を勧めなければならない。

第12条　使い捨て型プラスチック製品の規格とガイドライン

食品容器が、この指令の目的とする使い捨て型プラスチック製品に見なされるかどうか決定するため、食品容器に関し付属書にリストされた基準とともに、そのポイ捨ての傾向は、その大きさやサイズにより、特に一回だけ供給する割合が決定的役割を果たす。
欧州委員会は、［本指令施行後1年目の日］までに、加盟国と協議のうえ、何が使い捨て型プラスチック製品と見なされるべきか、適宜事例を含めガイドラインを公表するものとする。

第13条　情報システムと報告

1.加盟国は、暦年ごとに、欧州委員会に以下のことを報告しなければならない。

（a）第4条（1）に従った消費の低減を実証するため、毎年加盟国に上市される、附属書のパートAにリストされている使い捨て型プラスチック製品に関するデータ；
（b）第4条（1）の目的のため加盟国によりとられた措置に関する情報；
（c）附属書のパートFにリストされ、毎年加盟国で分別収集される使い捨て型プラスチック製品について、第9条（1）に従った分別収集目標達成を実証するためのデータ。

（d）上市されたプラスチックを含む漁具及び収集された廃棄漁具に関するデータ。

（e）第6条（5）に従った目標達成を実証するため、附属書のパートCにリストされている飲料ボトルにおけるリサイクル材の含有量に関する情報。

（f）第8条（3）に従って収集された附属書のパートEポイント3にリストされている使い捨て型プラスチック製品の消費済廃棄物に関するデータ。

加盟国は、データが収集された報告年の末から18ケ月以内にそのデータを電子的に報告しなければならない。そのデータは、本条パラグラフ4に従い欧州委員会により定められた様式で報告されねばならない。

最初の報告期間は、最初の報告年が2023年となるべき最初のサブパラグラフのポイント（e）とポイント（f）を除き、2022年とする。

2.この条文に従って加盟国により報告されたデータには、質のチェックについて報告書を添付しなければならない。データは、パラグラフ4に従って欧州委員会により定められた様式で報告されねばならない。

3.欧州委員会は、この条文に従って報告されたデータを検討し、その検討結果に関する報告書を公表するものとする。報告書は、加盟国で使用されたデータ収集の構成、データの出所及び方法、並びにそのデータの完全性、信頼性、適時性及び一貫性を評価しなければならない。評価には、改善のための具体的勧告が含まれる場合がある。報告書は、加盟国による最初のデータ報告後、その後指令94/62/EC第12条（3c）に想定された間隔で作成されねばならない。

4.欧州委員会は、［この指令の発効日から18ヶ月後］までに、本条パラグラフ1のポイント（a）及び（b）並びにパラグラフ2に従ってデータ報告様式を定める施行法を採択するものとする。欧州委員会は、［本指令の移行日の12ヶ月前]までに、本条パラグラフ1のポイント（c）及び（d）並びにパラグラフ2に従ってデータ報告様式を定める施行法を採択するものとする。欧州委員会は、2022年1月1日までに、本条パラグラフ1のポイント（e）及び（f）並びにパラグラフ2に従って報告様式を定める施行法を採択するものとする。その施行法は第16条（2）に参照される検査手続きにより採択されねばならない。包装材料及び包装廃棄物に関する指令94/62/EC第12条に従って作成された様式が考慮されねばならない。

第14条　罰則
加盟国は、本指令に従って採択された国内規定の侵害に適用される罰則に関する規則を定め、それらが確実に実行されるようにするため必要な全ての措置を講ずるものとする。規定される罰則は、効果的で、プロポーショナルなもので、かつ説得力のあるものとする。 加盟国は、[本指令の発効後2年目の日]までに、それら規則及びそれら措置について欧州委員会に通知し、それに影響するその後の改正について通知するものとする。

第15条　評価と見直し

1.欧州委員会は、 [本指令の移転期限から6年後]までに、本指令の評価を実施しなければならない。評価は、第13条に従って利用可能な情報に基づくものとする。加盟国は、評価の目的及びパラグラフ2に参照される報告の作成に必要な追加情報を欧州委員会に提出するものとする。

2.欧州委員会は、パラグラフ1に従って行われた評価の主な知見についての報告を、欧州議会、閣僚理事会及び欧州経済社会委員会に提出しなければならない。適切な場合、その報告書には立法案を添付しなければならない。その提案は、適切な場合、漁具に、強制的な定量的消費削減目標を設定し、強制的な収集率を設定するものとする。

3.報告書はつぎを含まねばならない：
（a）ガラス及び金属製の飲料容器に使用されるプラスチック製のキャップ及び蓋に関するものを含め、使い捨て型プラスチック製品をリストした附属書を見直す必要性の評価；
（b）漁具への強制的収集率、及び特に附属書のパートAにリストされている使い捨て型プラスチック製品の消費低減のための強制的な定量的EU目標設定の実現可能性の検討。加盟国における消費レベルと既に達成した削減を考慮して；
（c）本指令の対象となる使い捨て型プラスチック製品に使用される材料の変化、並びに再利用可能な代替物に基づく新たな消費パターン及びビジネスモデルの評価；これには、可能な限り、そうした製品及びそれら代替品の環境影響を評価する全体的LCAが含まれねばならない；
（d）この指令の範囲にある使い捨て型プラスチック製品に適用可能な海洋環境における生分解性の基準又は標準に関する科学的及び技術的進捗の、及び二酸化炭素（CO2）、バイオマスおよび水へ完全分解を保証する使い捨て型の代替品の評価。プラスチックが海洋生物にとって有害ではなく、環境中でプラスチックの蓄積を引き起こさない十分に短い時間スケール内で。

4.パラグラフ1による評価の一環として、欧州委員会は、附属書のパートEポイント3にリストされた使い捨て型プラスチック製品に関し本指令の下でとられた措置を再検討し、そして主な知見に関し報告書を提出するものとする。本報告書は又、附属書のパートEポイント3にリストされた使い捨て型プラスチック製品の使用済み廃棄物削減のため強制的措置の選択肢を考慮しなければならない。附属書のパートＥポイント3にリストされた使い捨て型プラスチック製品の使用済み廃棄物への強制的収集率設定への可能性を含め。この報告書には、適切な場合、立法案が添付されねばならない。

第16条　委員会の手続

1.欧州委員会は、指令2008/98/EC第39条により設立された委員会により支援されるものとする。その委員会は、規則（EU）No 182/2011の意味する委員会とする。

2.このパラグラフを参照する場合、規則（EU）No 182/2011第5条が適用されるものとする。

委員会が意見を表明しない場合、欧州委員会は施行法案を採択してはならず、規則（EU）No 182/2011第5条（4）の第3サブパラグラフが適用されるものとする。

第17条　移転
1.加盟国は、 [本指令の発効後2年目の日]までに、本指令を遵守するために必要な法令、規則及び行政措置を発効させるものとする。彼らは直ちに欧州委員会にそれら措置のテキストを通知しなければならない。

但し加盟国は、つぎを遵守するため必要な措置を適用するものとする：
 - 第5条は[この指令の発効後2年目の日]より；
 - 第6条（1）は[本指令の発効後5年目の日]より；
 - 第7条（1）は[本指令の発効後2年目の日]より；
 -  第8条は2024年12月31日までに、但し2018年7月4日までに制定された拡大生産者責任スキームに関しては2023年1月5日までに；
 -  附属書のパートEポイント3は2023年1月5日までに。
加盟国がこのパラグラフに言及される措置を採択するとき、加盟国はこの指令への言及を含めるか、又は公表の際そうした言及を伴うものとする。加盟国は、そうした言及がどのようになされるべきかを決定するものとする。

2.加盟国は、この指令の対象となる分野で採択された国内法の主な措置のテキストを、欧州委員会に通知するものとする。

3.第4条と第8条に定められた廃棄物管理目標と目的が達成されることを条件に、加盟国は、所管官庁と関係する経済業界間の合意により、附属書のパートEポイント3にリストされた使い捨て型プラスチック製品を除き、第4条(1)及び第8条(1)に規定された措置を置き換えることができる。

そのような合意は以下の要件を満たすものとする：
（a）合意が執行可能である；
（b）合意は、対応する期限とともに目的を特定する必要がある；
（c）合意は、公に等しく利用できる国の官報や公式文書に掲載され、欧州委員会に送付されている；
（d）合意の下で達成された結果は、定期的に監視され、管轄当局及び欧州委員会に報告され、合意に定められた条件の下で公に利用可能にされる；
（e）所管官庁は、合意の下で達成された進捗を調査する規定を作成するものとする；
（f）合意に違反した場合、加盟国は立法、規則又は行政措置により、本指令の関連規定を実施しなければならない。

第18条　発効

この指令は、EU官報に掲載されてから20日目に発効する。

第19条　関与
この指令は、加盟国に関わる。

ブリュッセルにて採択、

欧州議会を代表し　議長　　　　　　　　　閣僚理事会を代表し　議長
附属書

パートA　消費低減に関し第4条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 -飲料用カップ、カバーと蓋を含め
 - 食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物
 - その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、
 - 通常は入れ物から消費され、そして、
 - 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。
パートB　上市への制限に関し第5条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - 綿棒、閣僚理事会指令90/385/EEC又は閣僚理事会指令93/42/EECの範囲内にある場合を除き

- カトラリー（フォーク、ナイフ、スプーン、箸）

 - プレート

 - ストロー、閣僚理事会指令90/385/EEC又は閣僚理事会指令93/42/EECの範囲内にある場合を除き

 - 飲料スターラー

- バルーンに取り付けるため及び支えるためのスティック。スティックなどの機構を含め、工業用又は他の専門的用途のバルーン及び消費者に配布されない用途のバルーンを除き
 - 発泡ポリスチレン製の食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物
- その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、
- 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

 - 発泡ポリスチレン製の飲料容器

 - 発泡ポリスチレン製の飲料用カップ
パートC　製品要件に関し第6条でカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - 最大3リットルまでの容量の飲料容器、即ちキャップと蓋を含む飲料ボトル、及びキャップと蓋を含む複合飲料包装など液体を入れるため使用される入れ物。ただしプラスチック製のキャップや蓋を持つガラス製及び金属製の飲料容器ではないもの；欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）No 609/2013第2条ポイント（g）に規定された液状の特殊医療目的の食品に意図され使用される飲料容器は除かねばならない
パートD　表示要件に関し第7条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - 生理用ナプキン（パッド）及びタンポンとタンポンアプリケータ

 - ウェットワイプ、即ち予め湿らされたパーソナルケア及び家庭用ワイプ

 - フィルター付きタバコ製品及びタバコ製品と組み合わせて使用するため市販されているフィルター

 - 飲料用カップ

パートE

1.拡大生産者責任に関し第8条パラグラフ2にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

- 食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

 - その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、
- 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

- 更なる調理なしにパケットやラップから直ちに消費が意図される食品を含む軟質素材で製造されたパケットやラップ
-最大3リットルまでの容量の飲料容器、即ちキャップと蓋を含む飲料ボトル、及びキャップと蓋を含む複合飲料包装など液体を入れるため使用される入れ物。ただしプラスチック製のキャップや蓋をもつガラス製及び金属製の飲料容器ではないもの
 -飲料用カップ、カバーと蓋を含め
 - 指令94/62/EC第3条（1c）に規定された軽量のプラスチック製キャリアバッグ

2.拡大生産者責任に関し第8条パラグラフ3にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - ウェットワイプ、即ち予め湿らされたパーソナルケア及び家庭用ワイプ

 - バルーン、消費者に配布されない産業用その他専門的な使用及び用途のためのバルーンを除き
3.拡大生産者責任に関し第8条パラグラフ3にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - フィルター付きタバコ製品及びタバコ製品と組み合わせて使用するために市販されているフィルター

パートF　分別収集に関し第9条に含まれる使い捨て型プラスチック製品

 - キャップとフタを含め、最大3リットルの容量のボトル。ただし、プラスチック製のキャップや蓋を持つガラス製及び金属製の飲料ボトルではないもの； 規則（EU）No 609/2013第2条ポイント（g）に規定されている液状の特殊医療目的の食品用に意図され使用される飲料ボトルは除かねばならない
パートG　意識向上に関し第10条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

- 食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

 - その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、

 -調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

- 更なる調理なしにパケットやラップから直ちに消費が意図される食品を含む軟質素材で製造されたパケットやラップ

-最大3リットルまでの容量の飲料容器、即ちキャップと蓋を含む飲料ボトル、及びキャップと蓋を含む複合飲料包装など液体を入れるため使用される入れ物。ただしプラスチック製のキャップや蓋をもつガラス製及び金属製の飲料容器ではないもの

-飲料用カップ
- フィルター付きタバコ製品及びダバコ製品と組み合わせて使用するために市販されているフィルター

- ウェットワイプ、即ち予め湿らされたパーソナルケア及び家庭用ワイプ

 - バルーン、消費者に配布されていない産業用その他専門的な使用及び用途のためのバルーンを除き

- 指令94/62/EC第3条（1c）に規定された軽量のプラスチック製キャリアバッグ

- 生理用ナプキン（パッド）及びタンポンとタンポンアプリケータ」

関連条文と附属書のパートとの対応
	関連条文
	附属書のパート

	第4条　消費の削減

1.加盟国は、EUの廃棄物政策、特に廃棄物防止の全体的な目的に沿って、附属書のパートAにリストされている使い捨て型プラスチック製品の消費の意欲的かつ持続的な削減を達成するため、増大する消費動向の実質的な転換につながる必要な措置をとるものとする。これらの措置は、2022年と比較して2026年までに、加盟国の領域において、附属書のパートAにリストされている使い捨て型プラスチック製品の消費に測定可能な定量的削減を達成するものとする。加盟国は［この指令の移行の期限］までに、このパラグラフに従って彼らが採択した全ての措置の説明を作成し、そしてこの説明を欧州委員会に通知し、それを公表するものとする。説明に記載された措置は、それらの計画やプログラムを管理するEUの関連法に従って、それらの計画やプログラムを最初の更新時、第11条に参照されるプログラム、又はこの目的のため出されたその他のプログラムに統合されるものとする。

それらの措置には、国内消費削減目標、最終消費者への販売地点で利用できるそれら製品の再利用可能な代替品を確実にする措置、最終消費者へのその販売地点で使い捨て型プラスチック製品が無料で提供されないことを保証するような経済的手段、及び第17条（3）に記載の契約が含まれる。加盟国は、それらの製品が再利用可能であるか又はプラスチックを含まない代替品で代用されることを確実にするため、それらの製品のポイ捨て防止を目的として、指令94/62/EC第18条からの除外の中で販売制限を取ることができる。それらの対策は、ポイ捨て時を含めライフサイクル全体に亘り、最初のサブパラグラフに言及された製品の環境影響に応じ多様化する場合がある。

このパラグラフに従って採択された措置は、プロポーショナルで差別のないものとする。 加盟国は、欧州議会及び閣僚理事会指令（EU）2015/1535に従い、その指令に要求されている場合、これらの措置について欧州委員会に通知するものとする。

このパラグラフの最初のサブパラグラフを遵守するため、各加盟国は上市されている附属書のパートAにリストされた使い捨て型プラスチック製品と取られた削減措置を監視し、そして消費量への強制的な定量的EU目標設定を視野に入れ、本条第2パラグラフ及び第13条（1）により、欧州委員会に進捗を報告するものとする。

2.欧州委員会は、[この指令の発効日から18ケ月後の日]までに、本条パラグラフ1に規定する使い捨て型プラスチックの消費の意欲的かつ持続的な削減の計算と検証のための方法を定めた施行法を採択するものとする。その施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。
	パートA　消費低減に関し第4条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 -飲料用カップ、カバーと蓋を含め

 - 食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

 - その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、

 - 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。



	第5条　上市制限

加盟国は、附属書Bにリストされた使い捨て型プラスチック製品及びオキソ分解性プラスチック製製品の上市を禁止するものとする。
	パートB　上市への制限に関し第5条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - 綿棒、閣僚理事会指令90/385/EEC又は閣僚理事会指令93/42/EECの範囲内にある場合を除き

- カトラリー（フォーク、ナイフ、スプーン、箸）

 - プレート

 - ストロー、閣僚理事会指令90/385/EEC又は閣僚理事会指令93/42/EECの範囲内にある場合を除き

 - 飲料スターラー

- バルーンに取り付けるため及び支えるためのスティック。スティックなどの機構を含め、工業用又は他の専門的用途のバルーン及び消費者に配布されない用途のバルーンを除き

 - 発泡ポリスチレン製の食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

- その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、

- 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

 - 発泡ポリスチレン製の飲料容器

 - 発泡ポリスチレン製の飲料用カップ

	第6条　製品の要件
1.加盟国は、プラスチックで製造されたキャップや蓋をもち、附属書のパートCにリストされた使い捨て型プラスチック製品が、その製品に意図された使用段階の間、キャップや蓋が容器に付いたままの状態のときだけ上市できるよう保証するものとする。
2.この条文の目的のため、プラスチックシールをもつ金属製のキャップや蓋は、プラスチックで製造されたと考えてはならない。
3.［この指令の発効より3ケ月の日］までに、欧州委員会は、欧州標準化委員会に、パラグラフ1に参照される要件に関するハーモナイズされた基準を策定するよう求めるものとする。それらの基準は特に、炭酸飲料へのそれらを含め、容器のふたの必要強度、信頼性及び安全性を保証する必要性に係らねばならない。
4.EU官報におけるパラグラフ3に参照されるハーモナイズされた基準への参考資料の公表日以降、それら基準或いはそのパートに適合したパラグラフ1に参照される飲料容器は、パラグラフ1に記載されたそれら基準やそのパートにカバーされる要件に適合していると推定されるものとする。
5.附属書のパートCで言及されている飲料ボトルに関し、加盟国はつぎを保証するものとする

（a）2025年以降、ポリエチレンテレフタレートを主成分とし製造された飲料ボトル（以下、「PETボトル」）は、当該加盟国の領域に上市された全てのPETボトルの平均値として計算し、少なくとも25％の再生プラスチックを含むこと；

（b）2030年以降、飲料ボトルは、その加盟国の領域内に上市された全ての飲料ボトルの平均値として計算し、少なくとも30％の再生プラスチックを含むこと。

2022年1月1日までに、欧州委員会は最初のサブパラグラフで確立された目標の計算と検証のための規則を定める施行法を採択するものとする。これらの施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。
	パートC　製品要件に関し第6条でカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - 最大3リットルまでの容量の飲料容器、即ちキャップと蓋を含む飲料ボトル、及びキャップと蓋を含む複合飲料包装など液体を入れるため使用される入れ物。ただしプラスチック製のキャップや蓋を持つガラス製及び金属製の飲料容器ではないもの；欧州議会及び閣僚理事会規則（EU）No 609/2013第2条ポイント（g）に規定された液状の特殊医療目的の食品に意図され使用される飲料容器は除かねばならない



	第7条　表示要件
1.加盟国は、上市され附属書のパートDにリストされている使い捨て型プラスチック製品が、消費者につぎを知らせる、顕著で、明瞭で、消えにくい表示をそれら包装やその製品自体につけるよう保証しなければならない：
(a)その製品の適切な廃棄物の管理オプション、又は廃棄物の廃棄が、廃棄物ヒエラルキーに沿ってその製品を避けることを意味すること；
(b)その製品におけるプラスチックの存在、及びその製品のポイ捨て或いは他の不適切な廃棄による環境へのネガティブな影響。
ハーモナイズされた表示規格は、パラグラフ2に沿って欧州委員会で設定されるものとする。

2.欧州委員会は、[本指令の移行期限の12か月前]までに、次のパラグラフ1に参照される表示のためのハーモナイズした規格を確立する施行法を採択するものとする：

（a）附属書パートDのインデント1、2及び3にリストされる使い捨て型プラスチック製品の表示を、それらの製品の販売地点で及びグループ化された包装に付けることを示す。複数の販売ユニットが購入地点でグループ化されている場合、各販売ユニットはその包装上に表示を付けるものとする。表示は、10 cm 2未満の表面積の包装には必要ない；

（b）附属書のパートDのインデント4に記載されている使い捨て型プラスチック製品の表示をその製品自体に付けることを示す；

（c）既存の業界別自主的アプローチを検討し、消費者を誤解させる情報を避ける必要性に特に注意を払うものとする。

その施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。

3.たばこ製品に関する本条の規定は、指令2014/40/EUに定められているものに追加される。
	パートD　表示要件に関し第7条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - 生理用ナプキン（パッド）及びタンポンとタンポンアプリケータ

 - ウェットワイプ、即ち予め湿らされたパーソナルケア及び家庭用ワイプ

 - フィルター付きタバコ製品及びタバコ製品と組み合わせて使用するため市販されているフィルター

 - 飲料用カップ



	第8条　拡大生産者責任

1.加盟国は、指令2008/98/EC第8条及び第8条aに従って、加盟国に上市され附属書のパートEにリストされた全ての使い捨て型プラスチック製品について、拡大生産者責任スキームを確立するものとする。

2.加盟国は、附属書のパートEポイント1にリストされている使い捨て型プラスチック製品の生産者が、指令2008/98/EC及び指令94/62/ECの拡大生産者責任規定に従って費用を負担すべきことを保証し、そして現段階で含まれていない限り、以下の費用を負担するものとする：

（a）これらの製品に関し第10条に規定されている意識啓発措置の費用；

（b）公共の収集システムで廃棄されたそれら製品の廃棄物収集のための費用。インフラストラクチャとその運用、及びその後の輸送と処理を含め；

（c）それらの製品のごみを清掃するための費用、及びその後の輸送と処理。

3.加盟国は、附属書パートEのポイント2及び3にリストされている使い捨て型プラスチック製品の製造者が、少なくとも以下の費用を負担するよう保証しなければならない：

（a）それら製品に関し第10条に規定されている意識啓発措置の費用；

（b）それら製品のごみを清掃するための費用、及びその後の輸送と処理；

（c）指令2008/98/EC第8a条（1）（c）によるデータ収集及び報告の費用。

附属書のパートEのポイント3に記載されている使い捨て型プラスチック製品に関し、生産者は更に、インフラストラククチャーとその運用を含め、公共の収集システムにおける廃棄された製品の廃棄物収集コスト、及びその後の輸送と処理をカバーしなければならない。これには、それら製品の廃棄物収集のための特定のインフラストラクチャーの設置、一般的なごみのホットスポットでの適切なごみ収納器などが含まれる場合がある。

4.パラグラフ2及び3に言及され、カバーされるべき費用は、費用対効果の高い方法でそれらサービスを提供するための必要な費用を超えてはならず、関係者間で透明な方法で設定されねばならない。ごみ清掃費用は、公的機関により、又それらを代表し行われる活動に限定されるものとする。計算方法は、ごみ清掃費用をプロポーショナルな方式で設定できる方法で開発されねばならない。管理費を最小限に抑えるため、加盟国は適切な複数年固定額を設定することにより、ごみ清掃への財政的寄与を決定することができる。

欧州委員会は、加盟国と協議し、パラグラフ2と3に言及されているごみ清掃コストに関する基準のガイドラインを公表するものとする。

5.加盟国は、関係する全ての関係者の役割と責任を明確な方法で規定しなければならない。

包装材料に関し、役割と責任は指令94/62/ECに従って規定されねばならない。

6.各加盟国は、他の加盟国で設立され、その領域で製品を上市する製品の生産者が、その領域の拡大生産者責任スキームに関する生産者の義務を果たす目的で、その領域で設定される法人或いは自然人を公認代理人として指名できるものとする。

7.各加盟国は、第3条（11）に定義され、その領域に設立された生産者が、それが設立されていない他の加盟国で、附属書のパートEにリストされた製品及び漁具を販売するとき、その加盟国で公認代理人を指名するよう保証しなければならない。公認代理人は、この指令に従って、その加盟国の領域内でその生産者の義務を果たす責任者である。

8.加盟国は、指令2008/98/EC第8条及び第8条aに従って、加盟国で上市されたプラスチックを含む漁具について、拡大生産者責任スキームが確立されることを保証するものとする。

内陸加盟国以外の加盟国は、リサイクルのためプラスチックを含む廃棄漁具の国の最低収集率を設定するものとする。

加盟国は、強制的な定量的EU収集目標設定の視点で、加盟国に上市されたプラスチックを含む漁具、並びに収集されたプラスチックを含む廃棄漁具を監視し、第13条（1）に従って欧州委員会に報告しなければならない。 

9.パラグラフ8に従って設立されたスキームに関し、加盟国は、プラスチックを含む漁具の生産者が、港湾受入施設に関するEU法に沿って適切な港湾受入施設に、又港湾受入施設及びその後の輸送及び処理に関するEU法の範囲外の同等の収集システムに引き渡されたプラスチックを含む廃棄漁具の分別収集費用を賄うことを保証するものとする。生産者は又、プラスチックを含む漁具に関し第10条に言及されている意識啓発措置の費用も負担しなければならない。

このパラグラフに規定された要件は、港湾受入施設に関するEU法で漁船からの廃棄物に適用される要件を補足する。

欧州委員会は、閣僚理事会規則（EC）No 850/98に定められた技術的措置を棄損することなく、再利用のための準備を促し、廃棄時リサイクル性を促進するため漁具の循環型設計に関するハーモナイズされた基準を開発するよう欧州標準化機構に要請するものとする。
	パートE

1.拡大生産者責任に関し第8条パラグラフ2にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

- 食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

 - その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、

- 調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

- 更なる調理なしにパケットやラップから直ちに消費が意図される食品を含む軟質素材で製造されたパケットやラップ

-最大3リットルまでの容量の飲料容器、即ちキャップと蓋を含む飲料ボトル、及びキャップと蓋を含む複合飲料包装など液体を入れるため使用される入れ物。ただしプラスチック製のキャップや蓋をもつガラス製及び金属製の飲料容器ではないもの

 -飲料用カップ、カバーと蓋を含め

 - 指令94/62/EC第3条（1c）に規定された軽量のプラスチック製キャリアバッグ

2.拡大生産者責任に関し第8条パラグラフ3にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - ウェットワイプ、即ち予め湿らされたパーソナルケア及び家庭用ワイプ

 - バルーン、消費者に配布されない産業用その他専門的な使用及び用途のためのバルーンを除き

3.拡大生産者責任に関し第8条パラグラフ3にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

 - フィルター付きタバコ製品及びタバコ製品と組み合わせて使用するために市販されているフィルター



	第9条　分別収集

1.加盟国は、つぎをリサイクルに分別収集するため必要な措置を講ずるものとする、

（a）附属書のパートFにリストされた使い捨て型プラスチック製品の廃棄量が、2025年までに、特定の年に上市されたそうした使い捨て型プラスチック製品の重量換算77％に等しくなる。

（b）附属書のパートFにリストされた使い捨て型プラスチック製品の廃棄量が、2029年までに、特定の年に上市されたそうした使い捨て型プラスチック製品の重量換算90％に等しくなる。

加盟国内で上市され附属書のパートFにリストされた使い捨て型プラスチック製品は、その加盟国で同じ年に発生したごみを含め、そのような製品から発生するごみの量に等しいと見なすことができる。

その目的を達成するために、加盟国はとりわけ：

（a）デポジット返金スキームを確立する、又、

（b）関連する拡大生産者責任スキームに別途の収集目標を設定する。

最初のサブパラグラフは、指令2008/98/EC第10条（3）（a）を棄損することなく適用されるものとする。

2.欧州委員会は、これら目標を達成するための適切な措置、とりわけデポジット払い戻しスキームに関し、加盟国間の情報交換及び適正規範の共有を促進するものとする。欧州委員会は、情報交換及び適正規範の共有結果を公表するものとする。

3.欧州委員会は、［本指令の移行期限の12ヶ月前]までに、本条パラグラフ1に規定する分別収集対象の計算及び検証のための方法を定めた施行法を採択するものとする。その施行法は、第16条（2）に規定する審査手続に従って採択されるものとする。
	パートF　分別収集に関し第9条に含まれる使い捨て型プラスチック製品

 - キャップとフタを含め、最大3リットルの容量のボトル。ただし、プラスチック製のキャップや蓋を持つガラス製及び金属製の飲料ボトルではないもの； 規則（EU）No 609/2013第2条ポイント（g）に規定されている液状の特殊医療目的の食品用に意図され使用される飲料ボトルは除かねばならない



	第10条　意識向上対策

加盟国は、本指令の対象となる製品のポイ捨てを減らすため、消費者に情報提供し、責任ある消費者行動を奨励するための措置を講じ、そして附属書のパートGにリストされた使い捨て型プラスチック製品とプラスチックを含む漁具について、次に関し消費者に情報提供する措置を講じるものとする：

（a）プラスチックを含むそれら製品及び漁具の再利用可能な代替品、再利用システム、及び廃棄物管理オプションの利用可能性、並びに指令2008/98/EC第13条に従って実行される健全な廃棄物管理の適正規範；

（b）プラスチックを含むそれらの製品及び漁具のポイ捨てその他不適切な廃棄物処理が環境、特に海洋環境に及ぼす影響；

（c）それらの製品の不適切な廃棄物処理が下水道ネットワークに与える影響。
	パートG　意識向上に関し第10条にカバーされる使い捨て型プラスチック製品

- 食品容器、即ちカバーの有無に係らず、つぎの食品を入れるため使用される箱のような入れ物

 - その場での又は持ち帰りにより直ぐの消費を目的とする、

 - 通常は入れ物から消費され、そして、

 -調理、煮沸又は加熱など何らかの追加の調製なしで消費できる。

ファストフードに使用される食品容器又はすぐに消費可能な他の食事を含め。但し飲料容器、プレート、及び食品を含むパケットやラップは除く。

- 更なる調理なしにパケットやラップから直ちに消費が意図される食品を含む軟質素材で製造されたパケットやラップ

-最大3リットルまでの容量の飲料容器、即ちキャップと蓋を含む飲料ボトル、及びキャップと蓋を含む複合飲料包装など液体を入れるため使用される入れ物。ただしプラスチック製のキャップや蓋をもつガラス製及び金属製の飲料容器ではないもの

-飲料用カップ
- フィルター付きタバコ製品及びダバコ製品と組み合わせて使用するために市販されているフィルター

- ウェットワイプ、即ち予め湿らされたパーソナルケア及び家庭用ワイプ

 - バルーン、消費者に配布されていない産業用その他専門的な使用及び用途のためのバルーンを除き

- 指令94/62/EC第3条（1c）に規定された軽量のプラスチック製キャリアバッグ

- 生理用ナプキン（パッド）及びタンポンとタンポンアプリケータ
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